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研究成果の概要： 
日本の失業率は 90 年代に大幅に増加し、また、この期間中に創出された新規雇用の多くが、
従来の日本の標準雇用形態、すなわち常勤終身雇用とは対照的な短期および非常勤雇用であっ

た。本プロジェクトでは日本の労働市場を様々な角度から研究した。「90年代の TFP成長鈍化
と日本労働市場」の論文では、失われた 10 年の労働市場の変遷は生産性の変化によって起こ
されたものであることを発見した。「臨時雇用は行き止まりかそれとも常勤労働への足がかりか、

構造推定による証拠」の論文では、若年労働者にとって臨時雇用が常勤雇用への足がかりでも

行き止まりでもないことを突き止めた。最後に、「日米ビジネスサイクル比較」の論文で、日米

の労働時間の循環調整の差は両国の労働者の価値観の差が原因になっていることが分かった。 
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１．研究開始当初の背景 
日本の労働市場は過去 20 年間で大きく変貌
を遂げた。かつては当たり前だった常勤の終

身雇用制はもはや一般に採用されていない。  
この変化の原因の一つは、90年代の失業率の

増加である。1990年から 2002年の間に失業
率は 2％から 5.4％に増加した。最も影響を受
けた労働者は、若年層と高年層および女性だ

った。従来失業率の高かったこれらのグルー

プは、90年代の景気後退が進むにつれ、職探
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しの機会が減っていくのを目の当たりにし

た。このため、また労働市場規制の改訂もあ

り、日本経済の従来型の契約とは異なる各種

契約が採用されることが多くなった。90年代
前半には短期、非常勤、アルバイト、臨時雇

用の割合が高くなり、失業率は急激に増加し

た。  
これらの契約が増加したもう一つの理由は、

日本企業が伝統的に総労働時間数を調整し

てきたことにある。総労働時間の調整が概ね

就労の選択(労働者数)で行われる米国とは異
なり、日本ではこの調整が主として労働時間

の選択(1労働者当たり労働時間)で行われて

きた。このため、労働者を会社にとどめるこ

とはできるものの、必要なときは労働時間を

減らすことになる。90年代の長期的景気後退
期にはこの調整法が以前ほど上手く機能し

ないことが露呈した。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、90年代の日本に生じた労働
市場変化の背後にある要因および企業が提

供する契約形態の変化が若年労働者にどの

ような影響与えたかを研究することであっ

た。 
本プロジェクトは失われた 10 年間になぜ失
業率があれほど急激に増加したかを理解す

ることが目的であった。前回までの研究で示

唆されたように労働者の生産性によるもの

だったのか、あるいは他の要因があったのだ

ろうか。同時に、若年労働者が高失業率に苦

しみ、短期契約や非常勤雇用を余儀なくされ

ることも多かったため、若年労働者が非正規

雇用からキャリアを開始することへの影響

を調査した。臨時雇用は常勤雇用への足がか

りかそれとも労働者が再起不能になる行き

止まりか。最後に、米国では企業の従業員数

の調整により総労働時間の調整を行ってい

るのに対し、日本の労働市場ではなぜ労働者

当り時間数で総労働時間を調整しているの

かを知りたいと思った。 
 
３．研究の方法 
本研究プロジェクトで用いられた方法は多

様であり、質問によって異なっている。しか

し、本プロジェクト用に執筆された各論文に

は実証部分があり、われわれが説明しようと

している主要な要因を提示してある。その後

最新のモデリング技術を用いて理論モデル

を作成した。最後にモデルを特徴付けるパラ

メータを推定または較正し、経済の研究にお

ける様々な要因を理解するため数値シミュ

レーションを実施した。 
90 年代の失業率増加の背後にある要因を研
究するプロジェクト用に、労働市場のマクロ

エコノミックデータと国民所得生産勘定を

用いて、研究の対象期間中に労働市場に生じ

た変化を示した。使用モデルは二種類のモデ

ルを組み合わせたものである。基本構造は新

古典派成長モデルだが、サーチ摩擦のあるも

のに関しては、伝統的なワルラス型労働市場

を代用した。この変更を行うことにより、わ

れわれのモデルは失業率の平衡通り道を算

出することができることになり、期間中の失

業率の変動を研究できることになった。論文

のシミュレーション用には、経済の変化をも

たらすショックが生産性と労働時間、政府支

出の変動である完全な前向きアルゴリズム

を用いた。 
臨時雇用が若年労働者に及ぼす影響を調査

するプロジェクトには、就業構造基本調査の

データを用いた。モデルは労働者が失業か常

勤雇用、または臨時雇用のいずれかの状態に

ある片側サーチモデルである。労働者は常時

雇用の提示を受け、その雇用状態を決定する。

パラメータの推定は最大限の可能性を用い

て行われ、そのシミュレーションで各種労働

者の雇用と福祉の経路を取得した。 



 

 

日米の労働時間の循環行動に関するプロジ

ェクトには国民所得生産勘定のデータを用

い、両国の実証的証拠を比較した。モデルは

ビジネス循環モデルだが、労働者が就労の選

択と労働時間の選択の両方を調整できる。モ

デルパラメータの推定は一般化モーメント

法を用いて行われ、シミュレーションは生産

性ショック、税ショックの下で実施される。 
 
４．研究成果 

“TFP Growth Slowdown and the Japanese 
Labor Market in the 1990s ” （「90年代の
TFP 成長鈍化と日本労働市場」）というタイ
トルの論文の主要な結論は、日本の 90 年代
の失業率増加は労働者の生産性の低下とと

もに、労働時間の減少によるものであるとい

うことである。われわれのモデルでは日本経

済の生産性と労働時間の動きを用いれば、以

下の図に見られるとおり、失業、生産、賃金

の経路を再現できることが分かった。 
 
 

“Are Contingent Jobs Dead Ends or 
Stepping Stones to Regular Jobs? Evidence 
from a Structural Estimation”（「臨時雇用は

行き止まりかそれとも常勤労働への足がか

りか、構造推定による証拠」）というタイト

ルの論文では、若年労働者にとって臨時雇用

は常勤雇用への足がかりでも行き止まりで

もないが、ただし、労働者のキャリアを臨時

雇用または失業で開始すると、福祉面では割

高になるということが分かった。 
 

最後に “A comparison of the Japanese and 
U.S. business cycles”（「日米ビジネスサイク
ル比較」） というタイトルの論文では、日本
の労働市場の労働時間調整法と米国で採用

されている方法の差は、両国の価値観に差に

よるものであることが分かった。日本では、

労働者が職を失うことを極度に嫌うため、職

を転々とするよりは週または月当たり労働

時間の調整に喜んで応じる。米国ではその逆

である。 
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